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債権者代位権の意義に関する一考察（二・完）

























跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 8 号　2009 年 9 月
六　一般担保権
　フランス民法第1166条は、債権者は債務者に一身に専属する権利を除いて債務者に属するす
べての権利と訴権（tous les droits et action de leur débiteur）を行使できると規定するが、その立
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